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７　直結増圧式給水

７・１目的

　直結増圧式給水は，受水槽におＩナる衛生問題の解消及びエネルギ－の有効利用等を
目的として，中高層建物への直結給水拡大を図るための設計及ぴ施工について必要事
項を定めるものである。

＜解説＞
　１　受水槽の管理不十分による水質汚染・劣化を防ぐことができ，安全な水の供給が図れる
　こと。
　２ 配水管圧力の水エネルギーが有効に利用できるため，省エネルギー効果があり地球環境
　保全に寄与できること。
　３ 需要者負担による工事費，維持管理費の低廉化と土地の有効利用が図れること。
　４ 水道法施行令第４条第３号及び指針に「配水管の水圧に影響を及ぼすおそれのあるボン
　プに直接連絡されていないこと。」と規定している。しかし，本市の指定する増圧給水設
　備は，ソフトスタート・ストップにより配水支管に影響を与えない仕様になっていること
　から法の主旨に抵触しないと解する。
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７・２事前協議
７・２・１事前協議

１　直結増圧式給水を希望する場合は，事前に営業所等と協議を行い「直結給水事前
協識申請書（第１号様式）」を提出しなければならない。
　なお，同協識書提出後，直結増圧式給水の可否は管理者が判断する。可能と判断
　された後に給水装置工事の申し込みを受付けるものとする。
２　共同住宅以外の事前協議を行う場合，あらかじめ入居する店舗等を決定しておく
　こと。
３　事前協議書には，次の図書を添付すること。
（１）案内図
（２）建築図面
（３｝給水配管図等
（４）その他
４　既設管を使用する場合は，２・１・１給水装置の構造及ぴ材質に適合しているこ
　とを確認し，並ぴに末端給水栓におｌナる水質検査及ぴ耐圧試験の結果も同時に提出
すること。

＜解　説＞
　１　直結増圧式給水を申し込む場合は，分岐する配水支管において，必要な水量，水圧が確
　　保できるかの確認。又直結増圧式給水が適切であるか調査するために，事前協議を行うも
　　のとする。
　２　直結増圧式給水の可否は，事前協議において審査を行うものとするが，共同住宅以外の
　　場合は，使用水量が確定しないと判断ができないことから，事前協議においては，店舗等
　　の使用形態を明確にし，使用水量が決定した段階で行うものとする。
　　　なお，事前協議の内容に変更があった場合には，受水槽式給水とすることもある。
　４　既設配管を使用する場合は，主任技術者が給水管及ぴ給水用具の性能基準を確認し，水
　　質試験は，末端給水栓での残留塩素測定を行うものとする。
　　　また，耐圧試験は，屋内配管等に対して水圧テストボンプにより１．７５ＭＰａを加圧
　　し，１分間以上保持させ，水圧の低下の有無を確認した写真を撮影し保管すること。
　　　なお，管理者が提出を求めた場合は，これらの資料を添付すること。
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７・２・２申込み

１　申込みについては，３・７・１給水装置工事申込み手続きによる。
２　同―敷地内の複数棟に給水する場合，―括して申込むことを原則とする。ただし，　
　工期等の理由により，―括して申込みができない場合は，分割して申込むことがで　
　きる。
３　申込書には，増圧給水設備以下の配管等も給水装置であることから記載する。た
　だし，共同住宅等で同じ配管が複数の場合は，パターン別に記載することができる。　
４　申込書に増圧給水設備の仕様及び配水支管圧カ低下時におけナるポンプ停止設定圧
　力，又配水支管圧カが回復した場合の自動復帰設定圧についても記載すること。

＜解説＞
　１　直結増圧式給水の場合は，増圧給水設備の選定根拠となる資料の提出が必要である。そ
　の他の基本事項は，３・７・１給水装置工事申込み手続きによる。
　２　分割して給水装置工事申込をする場合の費用は，１・４工事費・水道利用加入金・手数
　料。工事負担金によるものとする。
　３　増圧給水設備以下も，直結する給水用具として水道法第３条９項で定義された給水装置
　であるが，直結直圧式給水と区別するため申込書の右上段にスタンプ等で「直結増圧式給
　水」と明記する。又配管図において，同じパターンの繰り返しの場合で，管理者が不要と
　判断した場合には，省略することができる。
　４ 増圧給水設備の仕様は，メーカー名，型式，揚程，出カ，吐出量，口径，最大給水高さ
　等である。なお，詳細については，７・４・３増圧給水設備によるものとする。

７・３　適用範囲

１　１日最大使用水量が５０ｍ3，以下の共同住宅，雑居ビル等で，１０階程度の建物へ
　の給水に適用する。
２　原則として分岐する配水支管等の口径は１００ｍｍ以上。
３　原則として１建物１増圧給水設備とする。ただし，同―敷地内で複数棟の１日最　
　大使用水量の合計が５Ｏｍ3以下の場合は，１増圧給水設備による複数棟ヘの給水も
　可とする。
４　１建物での給水方式の併用は２方式以下とする。なお，直結増圧式給水と受水槽
　式給水の併用は認めない。ただし，指針で受水槽式給水の義務付けをしている場合
は除く。
５　直結増圧式給水の場合は，高置水槽の使用を認めないものとする。
６  受水槽式から直結増圧式給水への変更については，新築建物と同条件に改造でき
　る場合は，同等に取扱うものとする。
７  公共施設については，災害時に水の確保が必要となることから直結増圧式給水の
　適用外とする。
８　３階直結給水が不可能な地域であっても条件を満たせば直結増圧式給水ができる
　ものとする。
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＜解　説＞
　１　直結増圧式給水の適用範囲は，１日最大使用水量が５Ｏｍ３以下とする。これは，指針に
　　おいて共同住宅の１戸当りの１日最大使用水量を１．０ｍ３としており５０戸に当たる。
　　　共同住宅以外は，１日最大使用水量が５０ｍ３以下であっても配水支管への影響，流水音
　　，ウォータハンマ等を配慮し，管内流速を２．０ｍ／ｓｅｃ以下とし，同時使用水量の上
　　限を設けた。又１０階程度の建物としたのは，１日最大使用水量の範囲であり，かつ増圧
　　設備の能力範囲であれば直結増圧式給水を可能とした。
　２　口径４０ｍｍ以上の増圧給水設備の場合は，口径１００ｍｍ以上の配水支管又は給水本
　　管から分岐する。また，口径２５ｍｍ以下の増圧給水設備の場合は，口径５０ｍｍの配水
　　支管又は給水本管からの分岐も認めることとする。これらは，分岐する配水支管等への影
　　響を及ぼさないことを考慮したものである。
　３　共同住宅等の各棟に各々増圧給水設備を設置することは，工事費，維持管理等を考慮す
　　ると合理的でないため，１日最大使用水量の合計が５０ｍ３以下の場合は，これを認めるも
　　のである。ただし，この場合は道路，河川，境界，塀等で分断されることなく同一敷地内
　　であること。
　４　直結増圧式給水と受水槽式給水を併用することにより，小規模受水槽が多くなることか
　　ら認めないこととする。ただし，店舗併用住宅等で住宅と受水槽式給水に指定されている
　　業種が混在する場合には，直結増圧式給水と受水槽式給水の併用は特例として認めること
　　とする。
　５　既存施設を改造して受水槽，高置水槽を廃止することが増圧給水設備の目的の１つであ
　　ることから，増圧給水設備による高置水槽の使用を認めないこととする。
　７　直結増圧式給水のできない公共施設とは，災害時に水の確保が必要な特定施設をいい，
　　対象施設は，市・区庁舎，小。中学校等であり，原則として横浜市（建築局）が定める
　　「建築設備耐震マニュアル」による。
　８　３階直結給水が不可能な区域であっても，周辺の水圧に影響を及ぼさないことが事前協
　　議で確認できれば直結増圧式給水を認めることとする。
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７・４　設　計
７・４・１　設計水量の算定方法

　
　設計に用いる同時使用水量は，次により算定するものとする。
　１　共同住宅の場合　　　　　　　　
　　　共同住宅の同時使用水量の算定には，財団法人ペターリビング優良住宅部品認
　　定基準（以下「ＢＬ基準」という。）による。
　　　　　給水戸数９戸以下　　　　Ｑ＝４２Ｎ０．３３　
　　　　　給水戸数１Ｏ～５０戸　　　Ｑ＝１９Ｎ０．６７
　　　　　Ｎ：戸数
　　　　　Ｑ：同時使用水量（Ｌ／ｍ１ｎ）
　　　なお，ワンルームマンションの場合は，管内上限流速を２．０ｍ／ｓｅｃ以下
　　　とし，最大戸数は８２戸とする。
　２　共同住宅以外の場合
　　　共同住宅以外の同時使用水量の算定については「給水用具給水負荷単位方式」
　　及び「用途別使用水量と同時使用率」を使用する方式のいずれでも可とする。
　３　共同住宅と共同住宅以外が混在する場合
　　　共同住宅では，ＢＬ基準により算定した水量とし，共同住宅以外の場合は，
　　　「給水用具給水負荷単位方式」又は「用途別使用水量と同時使用率」で算出し，
　　合算するものとする。

＜解説＞
　１共同住宅では，増圧給水設備の仕様（吐出量，揚程）の決定に必要な同時使用水量の算定
　方法としては，ＢＬ基準を採用する。

　　　　　　　　共同住宅の同時使用水量早見表
　
戸数 給水量 戸数 給水量 戸数 給水量 戸数 給水量 戸数 給水量

（Ｌ/ｍｉｎ） （Ｌ/ｍｉｎ） （Ｌ/ｍｉｎ） （Ｌ/ｍｉｎ） （Ｌ/ｍｉｎ）

1 42 11 95 21 146 31 190 41 229
2 53 12 100 22 151 32 194 42 232
3 60 13 106 23 155 33 198 43 236
4 66 14 111 24 160 34 202 44 240
5 71 15 117 25 164 35 206 45 243
6 76 16 122 26 169 36 210 46 247
7 80 17 127 27 173 37 214 47 251
8 83 18 132 28 177 38 217 48 254
9 87 19 137 29 181 39 221 49 258
10 89 20 141 30 186 40 225 50 261

２ワンルームマンシｮンについては，管内上限流速を２．０ｍ／ｓｅｃ以下とした場合の
戸数及ぴ給水量である。
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　　　ワンルームマンシﾖンの同時使用水量早見表

戸数 給水量 戸数 給水量 戸数 給水量 戸数 給水量 戸数 給水量
（Ｌ/ｍｉｎ） （Ｌ/ｍｉｎ） （Ｌ/ｍｉｎ） （Ｌ/ｍｉｎ） （Ｌ/ｍｉｎ）

1 27 21 95 41 149 61 194 81 235
2 34 22 98 42 151 62 196 82 237
3 39 23 101 43 153 63 198
4 43 24 104 44 156 64 200
5 46 25 107 45 158 65 202
6 49 26 110 46 161 66 205
7 52 27 112 47 163 67 207
8 54 28 115 48 165 68 209
9 56 29 118 49 168 69 211
10 58 30 121 50 170 70 213
11 62 31 123 51 172 71 215
12 65 32 126 52 174 72 217
13 69 33 129 53 177 73 219
14 72 34 131 54 179 74 221
15 76 35 134 55 181 75 223
16 79 36 136 56 183 76 225
17 82 37 139 57 185 77 227
18 86 38 141 58 188 78 229
19 89 39 144 59 190 79 231
20 92 40 146 60 192 80 233

　
　
　

２給水用具給水負荷単位方式は，雑居ビル等における同時使用水量の算定方法の一つで，
給水用具の種類による使用頻度，使用時間及び多数の給水用具の同時使用率を考慮した負
荷率を見込んで給水流量を単位化したものである。同時使用水量の算出は，次に示す「給
水用具給水負荷単位表」に給水用具数を乗じたものを累計し，同時使用水量図を利用し同
時使用水量を求める方法である。

　　　　　　　給水用具給水負荷単位表

           給水用具    給水用具給水負荷単位表         備      考
個人用 公共用及び事業用

大 便 器 Ｆ・Ｖ 6 10 Ｆ・Ｖ＝洗浄弁
大 便 器 Ｆ・Ｖ 3 5 ＦＴ＝洗浄水槽
小 便 器 Ｆ・Ｖ － 5 　
小 便 器 Ｆ・Ｖ － 3
洗 面 器 Ｆ・Ｖ 1 2
手 洗 機 Ｆ・Ｖ 0.5 1
浴 槽 Ｆ・Ｖ 2 4
シ ャ ワ － Ｆ・Ｖ 2 4

台 所 流 し Ｆ・Ｖ 3 －
料理場流し Ｆ・Ｖ 2 4
食器洗流し Ｆ・Ｖ － 5
掃除用流し Ｆ・Ｖ 3 4
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７・４・２　給水管口径の決定
１　給水管の口径は，所定の増圧給水設備で増圧した際に，最上階の管末給水栓の余
　裕水頭が５．０ｍ以上となるようにすること。
２　直結増圧式給水での上限管内流速は，原則として口径５０ｍｍ以下の場合は，
　２．０ｍ／ｓｅｃ以下とし口径７５ｍｍ以上の場合は，別表による。
３　増圧給水設備の上・下流側の口径は，同ーにすること。

＜解　説＞
　１損失水頭の計算には，口径５０ｍｍ以下はウェストン公式を，口径７５ｍｍ以上は，へ
　ーゼン。ウイリアムズ公式を使用すること。
　２配水支管への影響，流水音，ウオーターハンマ等への配慮から口径５０ｍｍ以下の場合
　は，管内流速を２．Ｏｍ／ｓｅｃ以下とする。ただし，口径５０ｍｍの給水管を使用する
　共同住宅については，管内流速の上限を２．２ｍ／ｓｅｃまで認めることとする。
　　なお，口径７５ｍｍ以上の上限流速・流量は，次の表による。

　口径（ｍｍ）上限流速（ｍ／ｓｅｃ上限流量（Ｌ／ｎｉｎ）
75 1.5 398
100 1.2 565
150 1.0 1060
200 1.0 1885

※口径３Ｏ０ｍｍ以上については，別途協議とする。

３増圧給水設備下流側の給水管口径を増径することに
ょり，管内流速が基準を超えることもあるため，最小
限第１分岐点までは，同ロ径にする。
なお、増圧給水設備は、必要な使用水量・水圧等が
確保できる口径，出カとすること。

（有）山中設備企画室
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７・４・３　増圧給水設備

　１増圧給水設備は，水道法に基づ＜給水装置の構造及ぴ材質基準に適合し，かつ次
　　の項目が十分配慮され，配水支管等ヘの影響が極めて小さく安定した給水ができる
　　ものでなければならない。
　（１）始動・停止による配水支管等ヘの圧カ変動が極めて小さく，ポンプ運転による
　　　配水支管等の圧カに脈動を生じさせないこと。　　　
　（２）吸込側の水圧が異常に低下した場合（０．０７ＭＰａ以下）は，自動停止し，
　　　水圧が回復した場合（０．１ＭＰａ以上）は，自動復帰すること。
　　　　ただし，増圧給水設備の設置位置が配水支管等の芯より低い場合は，配水支管
　　　等の芯レペルにおける水圧が０．０７ＭＰａ以下になった場合は，自動停止する
　　　こと。
　（３）配水支管等の水圧変化及び使用水量に対応でき，安定給水が確保されること。
　（４）使用水量が少ない場合も追従することができるものであること。　　　
　（５）吸込側の水圧が吐出圧カ以上に上昇した場合には，自動停止して直圧による給
　　　水ができること。
　２増圧給水設備の口径は，親メータロ径と同口径若しくは，それ以下とすること。
　　　ただし，メ－タ上流側に増圧給水設備を設置する場合は，原則として，口径３２
　　ｍｍの増圧給水設備の設置は認めないものとする。
　３増圧給水設備の給水能力は，７・４・１設計水量の算定方法で定めた同時使用水
　　量を満たすもので，著しく過大でないこと。
　４増圧給水設備の揚程は直結増圧式給水の動水勾配線図により求めること。
　５設置位置は，原則として１階以下とし，点検が容易にできる場所とすること。
　６必要に応じて防音対策等を施すこと。
　７原則として，―日―回はポンプが稼動すること。

直結増圧式給水装置記号凡例

品名 表示記号 備考

逆止弁

複式逆止弁 減圧式逆流防止器も可

減圧式逆流防止器

増圧給水設備

局メータ

設置場所は、所有者等
の任意　局検針はなし

空気弁 　も可

止水弁

（有）山中設備企画室

私有メータ

P

M

M

a



《直結増圧式給水参考図》
１事務所，独身寮等（直結増圧式給水：親メータ）

２共同住宅（直結増圧式給水）

（有）山中設備企画室

Ｐ

Ｍ

局親メータ

※　各階各戸にメータを設置する場合は、
　　共同住宅に準ずる。

住宅

住宅

住宅

住宅

住宅

住宅

住宅住宅住宅

住宅

住宅

住宅

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

ＭＭ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

住宅

住宅

住宅

住宅

住宅

住宅

住宅

住宅

Ｐ

Ｍ
局メータ

局メータ



３店舗付共同住宅（直結増圧式給水）

４店舗付共同住宅（直結直圧式，直結増圧式給水併用）

（有）山中設備企画室

住宅

住宅

住宅

住宅

住宅

住宅

住宅住宅住宅

住宅

住宅

住宅

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

ＭＭ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

住宅

店舗

住宅

住宅

住宅

Ｐ

Ｍ
局メータ

局メータ

住宅

住宅

住宅

住宅

住宅

住宅

住宅住宅住宅

住宅

住宅

住宅

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

ＭＭ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

住宅

店舗

住宅

住宅

住宅

Ｐ

Ｍ
局メータ

局メータ



５店舗付共同住宅（直結増圧式，受水槽式給水併用）
　【特例】指針３．３．３受水槽式給水で指定のもの

６共同住宅（直結増圧式給水）
注）消防送水管に満たす水（消火用水槽１．０ｍ３以下）については，増圧給水設備からの給水
　も可とする。

（有）山中設備企画室

住宅

住宅

住宅

住宅

住宅住宅住宅

住宅

住宅

歯科医院

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

ＭＭ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

理容店

飲食店

住宅

住宅

住宅

Ｐ

Ｍ
局メータ

私有メータ
Ｍ

受水槽
Ｐ Ｍ

Ｍ Ｍ

局メータ

住宅

住宅

住宅

住宅

住宅

住宅

住宅住宅住宅

住宅

住宅

住宅

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

ＭＭ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

住宅 住宅住宅

Ｐ

Ｍ

局メータ
局メータ

Ｈ

Ｈ

Ｈ

Ｈ

Ｈ

Ｈ

ＨＨ

Ｈ

Ｈ

Ｐ

送水口

消火用水槽

消火用
受水槽

消火用水槽



＜解説＞
　１　本市の指定する増圧給水設備は，原則として社団法人「日本水道協会規格品」の水道用
　直結加圧型ポンプユニットＢ１３０とする。ただし，自己認証品及び第三者認証機関認
　証品については，日本水道協会規格品と同等以上のものであること。
　　なお，直結増圧型ポンプユニットとして逆流防止装置が組み込まれているものについて
　は，７・４・４逆流防止装置によること。
　（１）増圧給水設備は，給水管水圧（増圧給水設備二次側の圧力）が設定圧力以下になると
　　ソフトスタートし，設定圧力以上になるとソフトストップして配水支管等に影響を生じ
　　させない機能を有すること。
　（２）自動停止の設定圧力は，安全性を考え配水支管等の芯レべルで０．０７ＭＰａとする。
　　増圧給水設備の最高設置高さは，原則として配水支管の芯レべルから７ｍまでとする。
　　　また，増圧給水設備が配水支管等よりも低い場合は，配水支管等の芯と増圧給水設備
　　との高低差Ｈ（ｍ）にＯ．０７ＭＰａ（７ｍ）を加えたものとする。
　２　増圧給水設備のための親メータの最大口径は，５０ｍｍとする。ただし，増圧給水設備
　　の能力によりメータ口径以下の増圧給水設備とすることもできる。なお，口径３２ｍｍの
　増圧給水設備を設置する場合は，別途協議を行うものとする。
　４　配水支管等の水圧が，Ｏ．２５ＭＰａ以上の場合は，設計水圧の水頭２５ｍを増圧給水
　　設備の揚程に加えることができる。ただし，０．２５ＭＰａ未満の場合には，別途協議し
　　て決定する。

（有）山中設備企画室



直結増圧式給水の動水勾配線図

Ｐ０：配水支管圧力【設計水圧：０．２５ＭＰａただし，３直不可能地域は，別途協議】
Ｐｌ：配水支管と管末最高水栓の高低差
Ｐ２：最高管末給水栓における必要最小動水圧【０．０５ＭＰａ】
Ｐ３：分岐から止水栓までの摩擦による圧力損失（止水栓損失含む）
Ｐ４：止水栓下流から逆止弁上流までの摩擦による圧力損失
Ｐ５：逆止弁から増圧給水設備一次側までの圧力損失
Ｐ６：増圧設備二次側給水管（主管）の摩擦による圧力損失
Ｐ７：主管（分岐点）から（水道メータ，補助止水栓，逆止弁等の圧力損失含む）末端
　　給水栓までの圧カ損失
Ｐ８：配水支管と増圧給水設備の高低差Ｈ
Ｐ９：増圧給水設備の圧力損失
Ｐｉｎ：増圧給水設備流入圧カ
　　　Ｐｉｎ＝Ｐ０－（Ｐ３＋Ｐ４＋Ｐ５＋Ｐ８）
Ｐｐ：増圧給水設備による増加圧力
　Ｐｐ≧（Ｐ１＋Ｐ２＋Ｐ３＋Ｐ４＋Ｐ５＋Ｐ６＋Ｐ７）－Ｐ０
Ｐoｕｔ：増圧給水設備流出圧力【吐出圧設定値】
　Ｐoｕｔ＝Ｐ２＋Ｐ６＋Ｐ７＋（Ｐ１ーＰ８）　
ＰＬ：一次側圧力低下による停止圧力設定[０．０７ＭＰａ（７ｍ）又は７＋Ｈ（ｍ）]
ＰH：一次側圧力低下による復帰圧カ設定［０．１ＭＰａ（１０ｍ）又は１０＋Ｈ（ｍ）]
　ＰＬ≦Ｐｉｎ＝Ｐ0-（Ｐ３＋Ｐ４＋Ｐ５＋Ｐ８）

（有）山中設備企画室
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５増圧給水設備は，年ー回以上の定期点検を義務付けていることから（７．６増圧給水設
備の維持管理），点検が容易にできるところに設置しなければならない。
６増圧給水設備の設置場所によっては，防音，防水，振動，防寒等の対策を施す必要があ
　る。
７増圧ポンプが常時稼動できること及ぴポンプ配管内の停滞水を防止するため，原則とし
て一日一回はタイマー等により強制稼動できる機能を備えていること。

７・４・４　逆流防止装置
　給水装置における逆流は，給水圧カの不足，負圧，高低差及び逆圧等によって発生　
する。この逆流を確実に防止するためには，適切な逆流防止装置を次により設置する
こと。
１　配水支管側ヘの逆流防止
　　給水装置から配水支管等ヘの逆流防止として，増圧給水設備の吸込み側の給水管
　に逆流防止器を設置する。
２　各戸からの逆流防止
　　各階各戸にメータを設置した場合は，建物内での配管の安全性を確保するために
　逆流防止器を設置する。
３　逆流防止装置の設置については，作動確認及ぴ水質汚染の防止等を考慮すること。　

＜解　説＞
　１逆流防止器の設置は，減圧式逆流防止装置とする。ただし，共同住宅では，水質汚染の
　　おそれの少ないことから，複式逆止弁でも可とする。
　２各階各戸にメータを設置する場合は，４・６水道メータの設置による。なお，メータ設
　　置器には止水機能及び逆止機能があるが，メータ回りの配管上，メータ設置器の設置が不
　　可能な場合で，メータ据替時に戻り水が他に支障を及ぼすおそれのある場合は，メータ下
　　流側に逆止弁を設置するとともに，メータ上流側に伸縮付補助止水栓を設置すること。

７・４・５配管
　建物内等の配管は，４・８配管による。又配管系統は，次のような方式があり保守　
管理及び衛生面等を考慮して選定すること。
 
　１　I型配管　　
　　建築物下部に配置した横配管から分岐した主管により下層部から最上階まで順
　次給水する方式
　２　逆Ｕ型配管
　　屋上等建築物最上部に配置した横配管から分岐した主管により最上階から下層　
　階へ順次給水する方式
　３　Ｈ型配管

（有）山中設備企画室



　　建築物下部に配置した横配管から，各階専用に分岐された主管により給水する　
　方式
４　直結増圧式給水の場合は，増圧給水設備の故障等に備えて，増圧給水設備の上流
側に散水栓等を設置すること。
５　４階建物以上の場合には，管内に停滞した空気を自動的に排出する空気弁等を設
置すること

＜解説＞

I型 逆U型 H型

　　　　　建物内の配管パターン

１ I型配管
　　最も一般的な配管パターンだが，最上階の水圧低下をきたすおそれがないように配管
　口径や逆流防止に注意すること。
２ 逆Ｕ型配管
　　配水支管等，他の建物及ぴ他系統への逆流のおそれが少ないが，圧カ損失が最も大き
　い。しかし，ポンプ給水による配管実績が少ないことから，受水槽式給水からの切り替
　えで高置水槽を撤去する場合に多く考えられる。なお，適切な場所にパキュームプレー
　カー,空気弁，減圧弁などを設置すること。
３ Ｈ型配管
　　低層の小規模建築物で配管される傾向があり，圧カ損失が最も少ない方式である。な

（有）山中設備企画室



　お，各階ごとに主管を配置するため，配管スペースを大きく確保する必要がある。
４増圧給水設備の故陣時等に対処するため，必ず散水栓等を設けること。
（１）共同住宅及ぴ各階各戸にメータを設置する場合は，止水栓と増圧給水設備の間で分岐
　を行い共用メータを設置すること。
（２）雑居ビル等で親メータのみの場合は，親メータと増圧給水設備の間に散水栓等を設け
　ること。

７・４・６　水道メ―タの設置
　　増圧給水設備におけるメ－タ設置は，共同住宅と共同住宅以外では，次のように設
　置位置が異なる。
　１　共同住宅は各階各戸にメ－タを設置し，増圧給水設備の上流側に親メ－タは設置
　　しない。
　２　共同住宅以外は，増圧給水設備の上流側にメータを設置する。
　３　共用メータの設置は，４・６・１ロ径５０ｍｍ以下の場合を原則とする。

＜解説＞
　１共同住宅の場合は，増圧給水設備の上流側に親メータを設置しないこととし，各戸に局
　メータを設置する。
　２共同住宅以外の場合で，メータ１個とする場合は，原則として増圧給水設備の上流側に
　局メータを設置し検針の対象とする。ただし，各階，各店舗等にそれぞれ局メータを設置
　する場合は，共同住宅に準ずるものとする。
　３共同住宅以外のものであっても直結増圧式給水に限り事務所。店舗等で各階各戸にメー
　タを設置する場合は，共用メータを認めるものとする。

７・５　検査
　１　検査については，５検査によるものとする。ただし，増圧給水設備及びメータに
　　ついては，耐圧試験（１．７５ＭＰａ）は不要とする。
　２　検査を受ける際には，給水栓までが検査対象であることから，原則として給水装
　　置である管末の水栓まで工事が完了していなけれぱならない。

＜解　説＞
　１　工事事業者が行う耐圧試験は，原則として，各戸のメータの下流側で１．７５ＭＰａを
　加圧し１分間以上保持させ，水圧の低下の有無を確認する。又増圧給水設備の下流側とメ

（有）山中設備企画室



ータ上流側の間においても，同様の方法により確認すること。なお，増圧給水設備は，製
造工場において，既に必要な水圧試験を実施済みであり，試験水圧を加えると損傷するお
それのある機器（圧力検出装置）が取付けてあるため，現場での水圧試験は行わないこと
とする。
２　局が行う検査の対象は，管末の給水栓までであることから水質試験は末端の給水栓で行
　　うものとする。

７・６　増圧給水設備の維持管理
　　工事事業者は，所有者等に対して増圧給水設備の維持管理について十分な説明を行　
　　い理解を求めること
　１増圧給水設備，逆流防止装置の維持管理責任は，所有者とし，年に１回以上の定
　　期点検を行い，その記録は１年間保存する。
　２所有者等は，増圧給水設備の異常，故陣時における初期対応をしなければならない。
　　　また，不測の事態にならないように緊急時の対応体制を確立する。

＜解　説＞
　１増圧給水設備の維持管理は，増圧給水設備の設備管理者により保守点検を行うことが望
　　ましい。なお，１棟に複数の所有者がいる場合についても，同様に責任者を選定し維持管
　理を行うものとする。　
　２所有者等が行う増圧給水設備の異状原因とその対応策は，次のとおりである。
　（１）増圧給水設備（ポンプ）故障：点検後，メーカー等に修理依頼する。
　（２）停電　　　　　　　　　　　：プレーカー等確認後，電力会社に連絡する。
　（３）断水・配水支管水圧低下　　：水道局営業所に連絡する。
　（４）使用流量オーバー　　　　　：使用状況を確認し，工事事業者等へ設備能力の検討を
　　　　　　　　　　　　　　　　　依頼する。

　　なお，これらの設備を円滑に管理する方法として，異常時には，自動的に所有者等又
　は保守管理の委託会社に警報が迅速に伝わるシステムを組みいれることが望ましい。
　　また，給水装置工事完了届け提出の際に「直結増圧式給水条件承諾書」の添付を義務
　づけており，その内容について所有者等は，十分に理解しておく必要がある。
（５）緊急時の連絡先を管理室，増圧給水設備等に明示しておくこと。

（有）山中設備企画室



７・７　増圧給水設備設置の猶予

　４階建以上の建物ヘの給水は，直結増圧式給水，又は受水槽式給水とするが，６階

建以下の建物については，次に掲げる全ての要件に該当した場合に限り，増圧給水設

備の設置を猶予することができる。

１　申込者が増圧給水設備設置猶予を選択し，給水装置エ事の申込みをすること。

２　配水支管の給水水圧が十分にあること。

３　申込者は配水区域の変更等で水圧が低下した場合で，増圧給水設備が設置されて　

　いないことにより，給水に支障が生じた場合にあっても異議や苦情の申し立てをし　

　ないこと。また，水道局所定の誓約書を給水装置工事申込み時において提出するこ

　と。

４　申込者は，事前に増圧給水設備の設置場所を確保すること。

５　増圧給水設備の設置を猶予した場合の給水方式は，１方式とすること。

く解説＞

　１申込者は，事前協議において可能な次の給水方式の中から選択し給水装置工事の申し込

　みをすること。

２　配水支管口径７５ｍｍ以上の給水水圧による判定基準は，次の表による。

６階以下の建物で給水水圧による可能階

は、最大階であり個々の給水量、配管状況

による水理計算を行い給水可能階を決定す

ること。

※　給水水圧とは，配水支管の現有水圧から夏期補正水圧・長期計画・系統切替等を

　考慮し，配水管理所が決定した水圧をいう　。

３　管理者は，配水支管の水圧が確保できる期間，増圧給水設備の設置を猶予するもので配

　水区域の変更等により水圧の低下が生じた場合，所有者は増圧給水設備を速やかに設置し

　なければならない。従って設置を猶予する期間，その主旨の誓約書の提出を求めるもので

（有）山中設備企画室

５階建建物以下

６階建建物以下

0.25

0.30

0.35

0.40

直結増圧・受水槽式併用

給水水圧

（単位：Mpa）

給水可能階

（最大）
備考

増圧式（増圧猶予）

直結・増圧式併用

受水槽式

３階建建物以下

給水方式

直結式 直圧式

４階建建物以下



　ある。なお，所有者が変更になった場合は，その主旨を継承しなければならない。

４　増圧給水設備の設置を猶予した場合は，配水支管等の水圧が低下し増圧給水設備を設置

　することを考慮した設置場所を確保しなければならない。又確保した設置場所は，給水装

　置工事完了届に明記しなければならない。なお，増圧給水設備設置場所は，原則として次

　によること。

増圧給水設備設置スペース　 単位：mm

口径 横幅 　　　奥行　　　 高さ

25 1000 1000

40 1500 1300 ※２０００

50 1500 1300

※　上記表は，参考値であり詳細については，設置を計画しているポンプを調査のう

　え決定すること。なお，上記表には減圧逆止弁設置及ぴ作業スペースを考慮してい

　ないことから，別途設置スペースを確保すること。又給水装置工事図面記入例は，

　次による。

《平面図に二点鎖線で記入》

５　直結増圧式給水とすべきところを増圧給水設備の設置を猶予し，直結給水していること

　から４階建て建物以上，６階建て建物までの給水は，１給水方式とすること。

（有）山中設備企画室

増圧給水設備設置予定スペース

φ50GP-VB

（高さ

1500

1
3
0
0
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